































































公的再建支援策（2000 年 10 月）、旧国土庁の「被
災者住宅再建支援検討会」（委員長	廣井脩東大教



























































































































































住宅が 10% 以内になれば、倒壊被害も 1/2 に軽
減されると考えられ、それによる支援金負担は大
幅に軽減できるはずである。ここでは、宿命的に
考えるのではなく、戦略的に考えなければならな
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いと思う。この戦略ということでは、再建復興に
要するトータルコストに思いを馳せることも欠か
せない。膨大な戸数の仮設住宅や公営住宅を建設
するコストを考えると、それに代わっての自力再
建を促す支援金を支給した方が、再建支援金の出
費が嵩んでも、住宅再建のトータルコストとして
は安上がりになるはずである。とはいえ、万一に
備える視点は不可欠で、基金の積み立てなど再建
支援制度の安定化のための措置を今から講じて、
この懸念の払拭することも忘れてならない。
3	 再建支援法再改正の評価と当面の課題
今回の法改正の内容が遡及適用された能登半島
地震や中越沖地震の被災地においては、改正され
た再建支援法の適用による住宅再建が一挙に進ん
で、被災地と被災者の復興が加速化されたと聞い
ている。この結果からも明らかなように、被災者
のニーズに合致した法改正がなされたことによ
り、自力で再建しようとする意欲やエネルギーを
引きだすものとなっている。先に述べたように
「私有財産自己責任」などの古い考え方が実質的
に撤廃され、現代の社会の状況と被災の現実に見
合った画期的な改正がなされたと、高く評価して
いる。とはいえ、問題が全て解決されたわけでは
ない。今回の大きな改善点に比較すると小さな未
改善点であるために、目くじらを立てて問題視す
る必要がないのかもしれないが、再建支援の更な
る発展のためには無視できないと思うので、制度
理念に関わるもの、制度設計に関わるもの、制度
運用に関わるもの、の三つにわけてその問題点を
指摘しておきたい。
（1）制度理念に関わる問題
理念の問題というのは、再建支援制度の確立を
はかる運動が求めてきた「住宅再建には公共性が
ある、それゆえに住宅本体の再建にも公的資金を
投入すべきである」という理念もしくは主張を、
全面的に認めたものになっていないということで
ある。支援のための公的資金の支出を見舞金とい
う形にすることによって使途を限定せず、結果と
して住宅本体への公金の投入を拒否しないとい
う、消極的な決着になっている。それゆえに、理
念に裏打ちされた制度とする取り組みは、引き続
き求められよう。
（2）制度設計に関わる問題
設計の問題というのは、制度設計上の線引きに
よるギャップが生まれ、支援が必要であるにもか
かわらず十分な支援が受けられない階層や対象が
残されている、という問題である。今回の改正
で、収入要件や年齢要件が撤廃されて「適用対象
の隙間」が小さくなったものの、そのすべてが解
消されたわけではない。後述する長期的課題とも
関わることであるが、災害救助法など他の支援制
度と整合のとれていない部分があって、半壊や一
部損壊と認定された世帯では、補修などにより住
宅再建をはかろうとすると、災害救助法による支
援しか受けられない。その場合、現物主義や救貧
主義による古い考え方による支援となり、複雑な
手続きや厳しい要件が強要されることになる。大
規模半壊と半壊との間に、支給金額面でも手続き
面でも大きなギャップが生まれることになり、こ
のギャップの解消を急いではからねばならない。
（3）制度運用に関わる問題
大規模半壊と半壊とのギャップに関わって、そ
の被害認定の精度あるいはシステムのあり方が問
われることになる。被害認定の結果の違いによっ
て、受けられる支援の内容が大きく違ってくるか
らである。つまり、運用面において被害認定の正
確性や公平性が厳しく問われるということであ
る。ところで、現在の被害認定では、保健士など
建築構造に知識をあまり持たない職員が従事する
ケースが多く、それゆえのミスジャジが多い。さ
らには、行政の労力を省くということで、建物の
中を見ないなど簡便な判定に走る傾向も生まれて
いる。そうした曖昧な判定を容認している限り
は、判定と支給をめぐるトラブルの大量発生が不
可避である。となると、専門家を登用した判定シ
ステムの構築など、被害認定の正確度をあげる取
り組みを急がねばならない。
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4	 長期的課題としての三つの総合化
最後に、長期的課題として取り組むべき抜本的
解決策について、提言しておきたい。それは、既
存の災害対策基本法や災害救助法を住宅再建ある
いは住宅減災の視点から見直して、総合性あるい
は戦略性のある法制度の構築整備が欠かせない、
ということである。ここでは、住宅再建に関わる
重要な課題ということで、以下の三つの総合化を
提案しておきたい。
（1）予防、応急、復興の総合化
第一に、住宅減災の時系列的なサイクルの確立
という課題を指摘しておきたい。住宅の倒壊を防
止する予防的対策、倒壊直後のガレキ撤去や応急
修理をはかる応急対策、そして住宅のスムースな
再建をはかる復興対策の三つの対策を有機的に組
み合わせて、住宅減災のトータルなシステムをつ
くるということである。
住宅再建をスムースに遂行するためには、再建
の需要量そのものを小さくする取り組み、すなわ
ち倒壊防止策の強化が欠かせない。先に指摘した
ように、耐震補強等により倒壊する住宅が少なく
なれば、再建支援の必要な住宅戸数も少なくな
り、財源面でも資材面でも再建の負担は小さくな
る。首都直下などでは大量の住宅が倒壊するの
で、今回の再建支援法は早晩に破綻するという意
見があるが、予防的対策の強化をはかることに
よってこうした不安を拭い去ることができる。そ
のためには、車検制度にならった「家検制度」の
導入が考えられる。10 年ごとに家検を受けて耐
震性能を確認し、必要な性能がなければ補強を義
務づけるのである。家検を受け耐震性能のあるこ
とが確認された住宅については、災害で倒壊して
も自己責任がないということで、有利な再建支援
が受けられるようにする。さらには、家検で性能
確認を受けた住宅について地震料率や固定資産税
の軽減をはかる。となると、耐震補強などの予防
策にインセンティブを与えられ、耐震補強はもと
より日常的なメンテナンスが進むことになる。
（2）自助、公助、共助の総合化
第二に、住宅再建における自助、公助、共助の
役割分担の確立という課題がある。住宅再建の公
共性の所で触れたように、住宅再建には公的な部
分と私的な部分とがある。それゆえに、予防にお
いても再建においても、自己責任と公的支援の両
方が求められることになる。再建においては、自
助として再建資金を計画的に積み立てておくこと
や地震保険に加入しておくこと、共助として国や
自治体からの再建支援金などの支援制度を確立し
ておくことが、共に求められることになる。
ところで、その自助と公助だけで住宅再建が保
障されるかというと、必ずしもそうではない。公
助の必要なことは繰り返し述べてきたところであ
るが、だからといって無限大に支援をはかれるか
というとそうではない。そこで自助と公助で不足
する部分を、義援金などの共助のシステムで補完
することが必要となる。そこでここでは、この共
助のシステムとしての住宅再建共済制度の確立を
今後の課題として指摘しておくことにする。私
は、この共済制度を「義援金の前払いシステム」
と位置づけているが、災害によって義援金の額が
大きく異なるという不公平の解消をはかるうえで
も、あらかじめ義援金的な浄財を掛け金として積
み立てておくこのシステムは、極めて有効と私は
考えている。それに加え、先に述べた予防と復興
あるいは耐震補強と住宅再建とのリンケージに関
わって、突発的な大災害による共済制度の財政破
綻の危惧を回避するためにも、耐震補強の推進が
欠かせないということになる。ということで、共
済制度で積み立てられた基金を、耐震補強の支援
に回し、予防対策の共助化につなげることも考え
られる。
（3）点と面の総合化
第三に、住宅再建を街並みの再建や地域社会の
再建につなげる視点も欠かせない。阪神・淡路大
震災などの最近の震災復興の過程においては、仮
に住宅が再建されてもコミュニティが再建されな
い、あるいは地域経済が再建されないという状況
が見られる。商店街の復興や地場産業の復興な
ど、住宅の再建に連動させる形での地域の再建を
促す支援プログラムの充実や整備が欠かせないの
106 研究紀要『災害復興研究』第 5号
である。そこで、国の支援に加えて自治体の支援
を上乗せして、地場資源を活用した場合や街並み
景観に配慮した場合、さらには商店街復興にリン
クした場合などにおいて、支援金の増額をはかる
仕組みを取り入れて、コミュニティや経済の復興
につながるようにする配慮が求められる。
